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凡        例 

 

  １  文中に用いている金額は、原則として万円未満を切捨てています。 

      このため、合計と内訳の計、差引き等が一致しない場合があります。 

 

  ２  各表中、千円単位で表示しているものは、単位未満を切捨てています。 

      このため、合計と内訳の計、差引き等が一致しない場合があります。 

 

  ３  文中及び表中に用いている比率は、原則として小数点以下第２位を四捨五入しています。 

      このため、合計と内訳の計、差引き等が一致しない場合があります。 

 

  ４  各表中の符号は、次のとおりとなっています。 

        「0」｢0.0（％）｣は、0 又は単位未満のもの。 

        「△」は、減少・低下又は損失。 

        「－」は、算出不能・不要。 

 

  ５  原則として、「第５ 決算概要」以降の文中及び表中の元号表記のうち、「平成」は省略し 

ています。 
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西 監 発 第 ４ ０ 号 

平成２７年９月８日 

 

  西 宮 市 長  今 村 岳 司 様 

 

西宮市監査委員  亀 井    健 

同     鈴 木 雅  一 

同     河 崎 は じ め 

同     杉 山 たかのり 

 

 

 

平成２６年度西宮市一般会計・特別会計決算及び 

基金の運用状況に関する審査意見の提出について 

 

 

地方自治法第２３３条第２項及び第２４１条第５項の規定により、平成２６年度西宮市一般会計・

特別会計歳入歳出決算書、証書類、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産に関

する調書並びに基金の運用状況について審査した結果、次のとおり意見を提出します。 
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平成２６年度西宮市一般会計・特別会計 

決算及び基金運用状況審査意見 
 

第１  審 査 の 対 象 

１ 一 般 会 計 

平成26年度 西宮市一般会計歳入歳出決算 

２ 特 別 会 計 

平成26年度 西宮市国民健康保険特別会計歳入歳出決算 

同   西宮市食肉センター特別会計歳入歳出決算 

同   西宮市農業共済事業特別会計歳入歳出決算 

同   西宮市区画整理清算費特別会計歳入歳出決算 

同   西宮市中小企業勤労者福祉共済事業特別会計歳入歳出決算 

同   西宮市公共用地買収事業特別会計歳入歳出決算 

同   西宮市介護保険特別会計歳入歳出決算 

同   西宮市後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算 

同   西宮市母子父子寡婦福祉資金貸付事業特別会計歳入歳出決算 

同   西宮市鳴尾外財産区特別会計歳入歳出決算 

同   西宮市集合支払費特別会計歳入歳出決算 

 

上記各会計歳入歳出決算書、証書類、歳入歳出決算事項別明細書、実質収支に関する調書及び財産

に関する調書 

 

３ 基金の運用状況 

平成26年度 西宮市援護資金の運用状況に関する調書 

 

第２  審 査 の 期 間 

平成27年７月10日から同年８月17日まで 

 

第３  審 査 の 方 法 

１ 審査は各会計の歳入歳出決算書及び付属書類について、会計管理者が所管する書類を抽出して照

合等を行うとともに、関係部局から提出された資料をもとにして、その所管の関係書類についても

抽出して同様に審査しました。 

２ 基金の運用状況に関する調書について、設置目的に従って、確実かつ効率的に運用されているか

などを、同様の方法により審査しました。 
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３ 疑問の点について質問事項をあらかじめ提示し書面回答を得たうえ、質問会などで関係部局によ

る説明を聴取し質疑応答を行い、審査を実施しました。 

 

第４  審 査 の 結 果 

  各会計の歳入歳出決算書及びその付属書類は、いずれも関係法令に準拠して作成され、その計数は

正確で、予算の執行状況は、おおむね適正であると認めました。 

  基金の運用状況は、計数は正確で、設置の目的に沿って適正に運用されていると認めました。 

 

  審査の結果の詳細は、次のとおりです。 

  なお、決算審査資料を作成し、末尾に添付しています。併せて参照してください。 

 

第５  決 算 概 要 

１ 総 論 

（１）決算の概要 

26年度の歳入決算総額は、一般会計1,687億5,737万円、特別会計825億2,318万円の計2,512億

8,055万円、歳出決算総額は、一般会計1,675億5,821万円、特別会計811億2,641万円の計2,486億8,462

万円で、前年度に比べ歳入では48億308万円(1.9％)、歳出では87億214万円(3.6％)、それぞれ増加

しています。 

一般会計における歳入総額は1,687億5,737万円で、前年度に比べ29億9,499万円(1.8％)増加して

います。主な歳入の構成比は、市税50.0％、国庫支出金16.0％、市債6.9％、県支出金4.6％、地方

交付税4.5％となっており、歳入の根幹となる市税は、企業収益の改善や個人所得の増などにより13

億9,847万円(1.7％)増加しています。地方消費税交付金についても消費税率の引上げに伴い９億

1,274万円(24.0％)増加しましたが、これらに伴う基準財政収入額の増額等により地方交付税は８億

9,574万円(10.5％)減少しています。 

このほかの主な増減では、繰入金は、財政基金繰入金の皆増などにより18億8,656万円(685.9％)

増加しましたが、財産収入は、土地売払収入の減などにより16億1,748万円(73.8％)減少しています。 

一般会計における歳出総額は1,675億5,821万円で、前年度に比べ65億5,338万円(4.1％)増加して

います。主な歳出の構成比は、民生費40.8％、教育費11.6％、公債費11.3％、土木費10.0％、総務

費10.0％、衛生費8.2％となっており、生活保護扶助事業経費142億1,701万円や児童手当等支給事業

経費83億9,990万円などを含む民生費が４割を占めています。 

歳出の主な増減では、アサヒビール西宮工場跡地取得に伴う土地開発公社貸付金等の皆増などに

より諸支出金で55億5,553万円(著増)、臨時福祉給付金及び子育て世帯臨時特例給付金の給付事業費

の皆増などにより民生費で44億3,668万円(6.9％)、それぞれ増加していますが、教育費は、第46小

学校新設事業費の減や学校園耐震補強事業費の皆減などにより38億8,683万円(16.6％)減少してい
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ます。 

特別会計については、歳入総額は825億2,318万円、歳出総額は811億2,641万円で、前年度に比べ

歳入では18億808万円(2.2％)、歳出では21億4,875万円(2.7％)、それぞれ増加しています。歳出の

増は主として、保険給付費の増などにより介護保険特別会計で11億9,292万円(4.6％)、国民健康保

険特別会計で５億3,029万円(1.2％)、それぞれ増加したことによるものです。 

本市の財政に大きな影響を及ぼすものとして、市債残高があります。11年度以降、年度末現在高

は減少していますが、26年度末の市債残高は一般・特別会計合わせて1,546億5,336万円であり、区

画整理事業をはじめとして、阪神・淡路大震災に関連する事業を実施するために借入れた市債(発行

総額1,700億4,285万円)の影響が大きいものとなっています。11年度から、その元金償還が本格化し、

16年度に負担のピークを迎えた後は緩やかな減少傾向が続いています。26年度の市債の元利償還金

は191億4,567万円で、前年度に比べ12億1,340万円(6.0％)減少しています。 

減債基金(災害援護資金分を除く。)と財政基金を合わせた２基金の27年５月31日現在高は、前年

同時期の214億7,250万円に比べ４億4,862万円増加し、219億2,113万円となっています。26年度の２

基金からの取崩しによる一般会計への繰入れは、財政基金から18億円となっています。 

 

（２）収支の状況 

一般会計及び特別会計を合計した収支の状況は、次のとおりです。（決算審査資料第１表参照） 

                                     （単位：千円・％） 

区              分 25 年 度 26 年 度 比較増減額 増減率 

歳 入 決 算 額 (A) 246,477,470 251,280,556 4,803,086 1.9 

歳 出 決 算 額 (B) 239,982,487 248,684,629 8,702,142 3.6 

歳 入 歳 出 差 引 額 (C=A-B) 6,494,982 2,595,926 △3,899,056 △60.0 

翌年度へ繰越すべき財源 (D) 282,286 716,184 433,898 153.7 

実 質 収 支 額 (E=C-D) 6,212,696 1,879,742 △4,332,954 △69.7 

前 年 度 実 質 収 支 額 (F) 5,704,943 6,212,696 507,753 8.9 

単 年 度 収 支 額 (G=E-F) 507,753 △4,332,954 △4,840,707 △953.4 

 

26年度の合計決算額は、歳入2,512億8,055万円、歳出2,486億8,462万円で、歳入歳出差引額は25

億9,592万円となっています。 

歳入歳出差引額から翌年度に繰越すべき財源７億1,618万円を控除した実質収支額は18億7,974万

円となっています。また、前年度から繰越した財源である前年度実質収支額62億1,269万円を控除し

た単年度収支額はマイナス43億3,295万円となっています。 

 

（３）歳計現金 

27年５月31日現在の26年度分の歳計現金保有額(会計管理者保管)は25億9,592万円で、歳入歳出

差引額と一致しています。 
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現金については基金と合同運用されており、26年度の利子収入額は1,692万円(基金1,291万円、

歳計・歳計外現金401万円、平均年利率0.046％)で、前年度に比べ501万円(22.9％)減少しています。

これは、前年度に比べ平均運用日額は33億6,789万円(10.1％)増加しましたが、平均年利率が0.020

ﾎﾟｲﾝﾄ低下したことによるものです。 

 

（４）震災関連事業費 

阪神・淡路大震災に係る震災関連事業費の状況は、次のとおりです。 

(単位：千円) 

区   分 ６～23年度 24年度 25年度 26年度 

災 害 救 助 費 32,484,941 37,590 38,139 38,189 

災 害 復 旧 費 114,231,163 0 0 0 

震 災 復 興 費 300,788,388 910,029 868,580 828,711 

計 447,504,492 947,619 906,719 866,900 

財

源 

内 

訳 

国 庫 支 出 金 174,756,995 18,176 17,791 4,333 

県 支 出 金 9,569,318 3,712 2,630 16,615 

市 債 170,042,851 0 0 0 

そ の 他 51,902,231 372,275 300,676 249,382 

一 般 財 源 41,233,097 553,456 585,622 596,570 

注 政策局財政課資料により作成。 

 

26年度の震災関連事業費は８億6,690万円となっています。災害救助費は災害援護資金貸付金の

徴収等に係る経費で、震災復興費の主なものは、特定借上公営住宅５億1,503万円、震災特例融資に

係る個人住宅資金等融資預託金１億5,680万円となっています。 

復興事業の収束に伴い、24年度以降は震災関連事業に伴う市債の発行はありませんが、６年度か

ら23年度までの借入合計額は1,700億4,285万円で、同期間中の市債借入総額4,244億5,277万円の

40.1％を占めており、多額の後年度負担を生じています。 
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２ 予 算 執 行 状 況 

最近３か年の歳入･歳出の予算執行状況は、次のとおりです。（決算審査資料第３～４、７～８表参

照） 

                                        （単位：％） 

区    分 

24  年  度 25  年  度 26  年  度 

一 般 

会 計 

特 別 

会 計 
計 

一 般 

会 計 

特 別 

会 計 
計 

一 般 

会 計 

特 別 

会 計 
計 

歳 

 

入 

調 定 率 102.2 104.9 103.1 104.1 104.4 104.2 99.5 103.7 100.9 

執 行 率 97.2 97.7 97.3 99.2 98.0 98.8 95.4 98.2 96.3 

収 入 率 95.0 93.1 94.4 95.3 93.9 94.8 95.8 94.7 95.4 

歳 

 

出 

執 行 率 94.6 95.3 94.8 96.3 95.9 96.2 94.7 96.5 95.3 

繰 越 率 2.5 0.0 1.7 0.8 0.0 0.6 2.0 0.0 1.4 

不 用 率 2.9 4.7 3.5 2.8 4.1 3.3 3.3 3.5 3.4 
注 歳入：調定率＝調定額÷予算現額×100   執行率＝収入済額÷予算現額×100  収入率＝収入済額÷調定額×100 
  歳出：執行率＝支出済額÷予算現額×100  繰越率＝繰越額÷予算現額×100   不用率＝不用額÷予算現額×100 
 

（１）歳 入 

収入率は95.4％で、前年度の94.8％に比べ0.6ﾎﾟｲﾝﾄ上昇しています。これは主として、市税で

95.1％から95.7％に、国民健康保険料で67.0％から69.7％に、それぞれ上昇したことによるもので

す。 

最近５か年の収入未済額及び不納欠損額は、次のとおりです。 

(単位：千円・％) 

区 分 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 

収入未済額 15,665,926 14,228,583 13,193,465 12,434,263 11,064,792 

 指 数 100 91 84 79 71  

不納欠損額 1,291,697 1,532,118 980,267 1,056,923 924,749 

 指 数 100 119 76 82 72  

 

ア 収入未済 

収入未済額は110億6,479万円で、前年度の124億3,426万円に比べ13億6,947万円(11.0％)減少し

ています。これは主として、国民健康保険料で５億5,954万円(13.6％)、市税で４億9,055万円

(12.0％)、災害援護資金貸付元利金で２億8,483万円(9.3％)、それぞれ減少したことによるもので

す。（決算審査資料第15表参照） 

（ア）収入未済額の内訳 

収入未済額の内訳は、一般会計71億4,933万円(構成比64.6％)、特別会計39億1,546万円(同

35.4％)で、現年度分17億1,263万円(同15.5％)、過年度分93億5,215万円(同84.5％)となってい

ます。収入未済額の主なものは、市税35億8,226万円(同32.4％)、国民健康保険料35億6,801万円

(同32.2％)、災害援護資金貸付元利金27億7,614万円(同25.1％)、市営住宅等使用料３億2,288万

円(同2.9％)、保育所運営費負担金２億1,872万円(同2.0％)となっています。 
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このほか貸付金の滞納繰越分の中には、昭和56年度で貸付事業が終了した同和更生生業資金貸

付金など長期にわたって滞納繰越されているものもあります。また、市税の収入未済額について

は、その４割弱を5,000万円以上の高額滞納者(４件、13億6,098万円)が、市営住宅家賃収入の収

入未済額については、２分の１を100万円以上の高額滞納者(53件、9,854万円)が、改良住宅等家

賃収入の収入未済額については、４分の３を100万円以上の高額滞納者(50件、9,696万円)が占め

ています。 

（イ）全庁及び各所管部局の取組み 

市全体の収入未済額は、17年度191億9,153万円、18年度191億3,794万円と看過し得ない額に達

したこともあり、全庁的な観点から、庁内の収納対策に関する総合的な調整を図るとともに、基

本的な方針などについて協議、検討を進めるため、19年６月に「西宮市収納対策本部」が設置さ

れました。19年９月の第１回本部会議以降、本部会議や専門部会等が随時開催され、各徴収金の

収納状況及び所管部署の体制等の調査、徴収委託の研究、滞納者に関する情報の相互利用やイン

ターネット公売などを実施してきたほか、コンビニ・クレジット・モバイル収納について調査研

究を行い、順次導入を進めています。25年度からは指導相談員を設置し、各所管課と緊密な連携

をとることにより現年度収納率の向上を図っています。また、庁内で収納に対する取組みが進ん

でいる所管課職員が研修の講師となるなど、ノウハウの不足している所管課に対して法制度や実

務処理の知識、経験を実践的に伝えることにより、市全体の徴収能力の底上げを図っています。

26年度は３回研修を実施し、延べ76人が参加しています。 

市税については、休日納税相談、遠隔地等での督励、税務部内全職員による一斉電話催告を実

施したほか、特別機動整理チームによる高額滞納者に対する集中的な滞納処分や捜索、自動車差

押、インターネット公売などを行っています。 

国民健康保険料については、前年度に引続き「西宮市国民健康保険収納対策緊急プラン」を策

定し、同プランに基づき、滞納処分担当職員の増員、悪質滞納者への滞納処分の強化、初期滞納

者に対する電話催告を行うコールセンターの実施、口座振替の推進などを行っています。 

災害援護資金貸付金については、休日夜間督励を含む償還指導や市長名特別催告を実施したほ

か、訴訟提起22件を行っています。 

市営住宅等使用料については、家賃の滞納者に対しては、毎月の督促状の送付、定例催告のほ

か、高額滞納者や３か月以上の初期滞納者に対しても家賃催告や明渡しを前提とした催告を行っ

ています。また、一括納付できない滞納者に対しては、納付期限を明確にした徴収猶予申請を提

出させるなど弾力的な催告を行っています。駐車場使用料の滞納者に対しては、毎月の督促、定

例催告のほか、３か月以上の初期滞納者に対しても使用取消しを前提とした催告を行うなど、滞

納期間・金額に応じた催告書を送付し、応じないものについては使用許可取消通知を送付してい

ます。家賃及び駐車場使用料の滞納者に対する法的措置としては、契約解除後の即決和解20件、

訴訟提起29件、判決後の明渡し15件、強制執行37件を行っています。 
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保育所運営費負担金については、毎月の督促状送付、嘱託職員２名による夜間・休日の訪問徴

収や電話催告を行ったほか、児童手当を現金支給へ変更することによる支給時の納付相談や児童

手当からの特別徴収を実施しています。 

住宅新築資金貸付元利金については、不動産の任意売却による債権回収１件を行っています。 

イ 不納欠損 

不納欠損額は９億2,474万円で、前年度の10億5,692万円に比べ１億3,217万円(12.5％)減少して

います。不納欠損額の主なものは、国民健康保険料で６億4,902万円(5,576世帯)、市税で１億9,521

万円(3,271件)となっています。（決算審査資料第15表参照） 

 

最近10か年の収入未済額・収入率の状況を図示すると、次のとおりです。 

 

注 収入未済額は左軸の数値で、収入率は右軸の数値で表記。 
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（２）歳 出 

執行率は95.3％で、前年度の96.2％に比べ0.9ﾎﾟｲﾝﾄ低下しています。これは主として、民生費で

96.4％から94.1％に、教育費で96.1％から93.6％に、それぞれ低下したことによるものです。 

ア 翌年度繰越 

翌年度繰越額は35億4,990万円(繰越率1.4％)で、前年度の13億8,463万円(同0.6％)に比べ21億

6,526万円(156.4％)増加しています。繰越額の内訳は、総務費１億2,449万円、民生費11億3,505万

円、衛生費4,749万円、商工費４億4,112万円、土木費９億7,432万円、教育費６億9,193万円、災害

復旧費１億3,547万円となっています。（決算審査資料第17表参照） 

イ 不用額 

不用額は87億7,459万円(不用率3.4％)で、前年度の81億6,381万円(同3.3％)に比べ６億1,078万

円(7.5％)増加しています。不用額の主なものは、国民健康保険特別会計で17億2,708万円(不用率

3.7％)、民生費で31億5,514万円(同4.3％)となっています。（決算審査資料第４、６表参照） 

 

３ 市 債 等 の 状 況 

（１）市債の状況 

市債の借入・償還の状況は、次のとおりです。 

                   （単位：千円・％） 

区     分 25 年 度 26 年 度 対前年度増減額 増減率 

借 入 額 11,582,900 11,716,800 133,900 1.2 
償 還 額 20,359,081 19,145,675 △1,213,406 △6.0 

元金償還額 17,716,627 16,814,646 △901,981 △5.1 
利子償還額 2,642,453 2,331,028 △311,424 △11.8 

償 還 免 除 額 88,206 93,684 5,477 6.2 

年 度 末 現 在 高 159,844,896 154,653,366 △5,191,530 △3.2 

注 借入額及び償還額には、25年度10億5,000万円の借換債分を含む。 

 

借入額の主なものは、臨時財政対策債75億4,010万円、消防施設整備事業債８億2,570万円、市営

住宅整備事業債３億3,320万円、西部総合処理センター設備更新事業債３億270万円となっており、

臨時財政対策債が借入額全体のほぼ３分の２を占めています。 

26年度は元金償還額が借入額を上回っているため、26年度末現在高は前年度末に比べ51億9,153

万円(3.2％)減少しています。 
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（２）債務負担行為の状況 

債務負担行為の年度末現在高等の状況は、次のとおりです。 

（単位：千円・％） 

区     分 25 年 度 26 年 度 対前年度増減額 増減率 

執 行 額 9,054,394 9,450,273 395,878 4.4 
年 度 末 現 在 高 52,612,773 51,619,448 △993,325 △1.9 

注 債務負担行為の額には「債務保証及び損失補償に係るもの」を含まない。 

 

債務負担に係る事業の主なものは、東部総合処理センター管理運営事業(27年度以降支出見込額

122億9,607万円)、北口北東再開発ビル駐車場整備事業(同23億4,991万円)、南甲子園小学校校舎等

増改築事業(同21億9,499万円)、市営住宅建替事業(甲子園春風町団地)(同20億6,940万円)、北口図

書館整備事業(同19億4,905万円)、第46小学校新設事業(同17億8,603万円)、自転車駐車場指定管理

料(同15億6,604万円)、公営住宅建設事業(西宮浜４丁目団地)(同15億865万円)、市営住宅(北部地区)

指定管理料(同15億681万円)、市営住宅(中部地区)指定管理料(同14億1,602万円)となっています。 

 

最近10か年の市債残高等の状況を図示すると、次のとおりです。 

 
 

注１ 市債償還額には借換債分を含まない。 

２ 市債残高、債務負担行為額、継続費は左軸の数値で、市債償還額は右軸の数値で表記。 

３ 19年度に市債残高が大幅に減少しているのは、下水道事業特別会計が公営企業会計へ移行したため。 
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４ 財政基金等の状況 

26年度の財政基金及び減債基金の状況は、次のとおりです。 

（単位：千円） 

区 分 ４月１日現在 積立額 取崩額 ３月31日現在 

財政基金 17,994,548 2,246,976 0 20,241,525 

減債基金 3,477,957 88,378 86,725 3,479,610 

財政課所管分 3,477,957 1,652 0 3,479,610 

災害援護資金分 0 86,725 86,725 0 

計 21,472,506 2,335,354 86,725 23,721,135 

注 減債基金の災害援護資金分は、下半期の災害援護資金償還元金を県への納付時期まで一時的に基金に積立てて 

いるもの。 

 

財政基金積立額22億4,697万円は、決算剰余金22億3,763万円、基金運用利子934万円をそれぞれ積

立てたものです。 

減債基金積立額8,837万円は、災害援護資金償還元金8,672万円、基金運用利子165万円を積立てた

もので、取崩額8,672万円は、災害援護資金県費貸付金の償還財源に充当したものです。 

最近10か年の財政基金等の残高(各年度３月31日現在)を示すと、次のとおりです。 

 

 

なお、一般会計の財源不足を補うため26年度出納整理期間中に財政基金18億円を取崩しており、財

政基金の27年５月31日現在高は184億4,152万円となっています。 
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５ 財政分析指標の状況 

普通会計における財政分析指標等の状況は、次のとおりです。 
 

区     分 
西       宮       市 中 核 市 平 均 

24 年 度 25 年 度 26 年 度 24 年 度 25 年 度 

 財 政 力 指 数  0.861 0.870 0.882 0.76 0.76 

 経 常 収 支 比 率 （％） 95.1 94.4 94.3 90.6 89.9 

 実 質 公 債 費 比 率 （％） 8.5 7.1 5.5 8.7 8.3 

 歳出総額に占める 
 義務的経費の比率 

（％） 59.0 57.8 56.6 52.7 51.7 

 歳出総額に占める 
 投資的経費の比率 

（％） 9.5 8.9 6.3 11.7 13.1 

注１ 政策局財政課作成資料による。 

２ 財政力指数＝基準財政収入額÷基準財政需要額（３か年平均） 

経常収支比率＝経常経費充当一般財源÷経常一般財源×100 

実質公債費比率＝{(Ａ＋Ｂ)－(Ｃ＋Ｄ)}÷(Ｅ－Ｄ)×100（３か年平均） 

Ａ 地方債の元利償還金 

Ｂ 準元利償還金 

Ｃ 特定財源（都市計画事業の財源として発行された地方債償還額に充当した都市計画税等） 

Ｄ 元利償還金及び準元利償還金に係る基準財政需要額算入額 

Ｅ 標準財政規模 

 

普通会計とは、一般会計に公営事業会計を除く特別会計を加え、会計間の重複額等を控除して一つ

の会計にまとめたものです。本市の場合、一般会計のほか区画整理清算費、中小企業勤労者福祉共済

事業、公共用地買収事業、母子父子寡婦福祉資金貸付事業の各特別会計が含まれます。 

 

  



 - 13 -

（１）財政力指数 

地方公共団体の財政上の能力を示す指数で、数値が大きいほど財政力が強く、１以上の団体は普

通交付税の不交付団体となります。 

26年度の財政力指数は0.882で、前年度に比べ0.012ﾎﾟｲﾝﾄ改善しています。この指数は３か年の

平均数値ですが、単年度の指数では、23年度0.859、24年度0.867、25年度0.883、26年度0.897とな

っており、26年度単年度の指数は前年度と比較して0.014ﾎﾟｲﾝﾄ改善しています。これは、算式の分

母となる基準財政需要額が、地域の元気創造事業費等算入額の増などで前年度に比べ0.7％の増とな

りましたが、分子となる基準財政収入額が、地方消費税交付金等算入額の増などで前年度に比べ

2.2％の増となったことにより、相対的に比率が上がったものです。 

９年度以降、財政力指数は｢１｣を割り込み、普通交付税に依存した財政状況が続いています。 

財政力指数の推移を図示すると、次のとおりです。 

 

注 類似都市は、17年度から19年度はⅣ－３類型、20年度以降は中核市の平均値。 
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（２）経常収支比率 

財政構造の弾力性を示す指標で、人件費、扶助費、公債費などの経常経費に、市税収入等の経常

一般財源がどれだけ充当されたかを示す比率となっています。 

26年度の経常収支比率は94.3％で、前年度に比べ0.1ﾎﾟｲﾝﾄ改善しています。これは、算式の分子

となる経常経費充当一般財源が、繰出金や扶助費の増などで前年度に比べ2.5％の増となりました

が、分母となる経常一般財源総額が、臨時財政対策債や市税の増などで前年度に比べ2.6％の増とな

ったことにより、相対的に比率が下がったものです。 

しかしながら、経常収支比率は依然として高い水準で推移しており、弾力性に欠ける財政構造が

続いています。 

経常収支比率の推移を図示すると、次のとおりです。 

 

注 類似都市は、17年度から19年度はⅣ－３類型、20年度以降は中核市の平均値。 
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（３）実質公債費比率 

18年度に地方債制度が許可制度から協議制度に移行したことに伴い導入された指標で、一般会計

等が負担する元利償還金及び準元利償還金が標準財政規模に占める割合を示す比率となっていま

す。これが18％以上になれば、従来どおり国の許可制度のもとで地方債の発行が行われることにな

ります。 

26年度の実質公債費比率は5.5％で、前年度に比べ1.6ﾎﾟｲﾝﾄ低下しています。市債残高の減少に伴

う利息の減により地方債の元利償還金は減少し、公営企業債の元利償還金に対する水道事業や下水

道事業への繰出金の減などにより準元利償還金も減少しています。 

実質公債費比率の推移を図示すると、次のとおりです。 

 

注 類似都市は、中核市の平均値。 

 

（４）歳出の性質別構成比 

歳出総額に占める義務的経費(人件費、扶助費、公債費)の比率は56.6％で、前年度に比べ1.2ﾎﾟｲ

ﾝﾄ低下しています。これは、分子となる義務的経費の合計額が、扶助費の増で前年度に比べ2.6％の

増となりましたが、分母となる歳出総額が、貸付金の増などで前年度に比べ4.7％の増となったこと

により、相対的に比率が下がったものです。 

投資的経費の比率は6.3％で、前年度に比べ2.6ﾎﾟｲﾝﾄ低下しています。これは、第46小学校新設に

伴う用地買収費や学校園の耐震補強事業費の減などにより、投資的経費の総額が前年度に比べ

24.9％の減となったことによるものです。 
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